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16　義務教育等教員特別手当
 ○　概要
(1)　義務教育等教員特別手当とは、「人材確保法」に基づき、教員給与を優遇する趣旨から昭和50年に新設された手当である。
(2)　支給対象者は義務教育諸学校と高等学校等に勤務する教育職員である。
(3)　支給額は、月額定額とし、8,000円を超えない範囲内で、人事委員会規則で定められている。
○　関係法令

給与条例
 (義務教育等教員特別手当)

第18条の2　義務教育諸学校(県立特別支援学校の小学部若しくは中学部又は県立中学校をいう。)に勤務する教育職員には、義務教育等教員特別手当を支給する。

２　義務教育等教員特別手当の月額は、8,000円を超えない範囲内で、職務の級及び号給(再任用職員にあつては、職務の級)の別に応じて、人事委員会規則で定める。

３　高等学校等(県立高等学校又は県立特別支援学校の高等部若しくは幼稚部をいう。)に勤務する教育職員については、第1項に規定する教育職員との権衡上必要と認められる範囲内において、人事委員会規則の定めるところにより、義務教育等教員特別手当を支給する。

４　前3項に規定するもののほか、義務教育等教員特別手当の支給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

給与支給規則

(義務教育等教員特別手当)

第33条の10　条例第18条の2第3項に規定する高等学校等に勤務する教育職員には、義務教育等教員特別手当を支給する。

第33条の11　義務教育等教員特別手当の月額は、次の各号に掲げる教育職員の区分に応じて、当該各号に掲げる額(再任用短時間勤務職員にあつては、その額に勤務時間条例第2条第3項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第1項に規定する勤務時間で除して得た数を、育児短時間勤務職員等にあつてはその額に育児短時間算出率を、任期付短時間勤務職員にあつてはその額に任期付短時間算出率をそれぞれ乗じて得た額とし、その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。)とする。

一　条例第18条の2第1項に規定する教育職員及び前条に規定する教育職員(次号及び第3号に掲げる教育職員を除く。)　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給(その者が、職務の級の最高の号給を超える給料月額を受ける教育職員であるときは、その者の属する職務の級及びその級の最高の号給とし、再任用職員であるときは、その者の属する職務の級とする。以下同じ。)に対応する別表第9に掲げる額

二　前条に規定する教育職員のうち、定時制通信教育手当又は産業教育手当を支給される教育職員で、定時制教育(夜間において授業を行う課程に係るものに限る。)若しくは通信教育又は農業若しくは水産に係る産業教育に従事するもの　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表第9に掲げる額に4分の3を乗じて得た額(定時制通信教育手当及び産業教育手当の支給を受けない期間にあつては、別表第9に掲げる額)

三　前条に規定する教育職員のうち、定時制通信教育手当若しくは産業教育手当を支給される教育職員で前号に掲げる教育職員以外のもの　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表第9に掲げる額に4分の2を乗じて得た額(定時制通信教育手当及び産業教育手当の支給を受けない期間にあつては、別表第9に掲げる額)

第33条の12　義務教育等教員特別手当は、給料の支給方法に準じて支給する。

市町村立学校給与条例

(義務教育等教員特別手当)

第8条の9　義務教育諸学校(小学校、市町村立中学校、義務教育学校又は市町村立特別支援学校の小学部若しくは中学部をいう。)に勤務する教育職員には、義務教育等教員特別手当を支給する。

２　義務教育等教員特別手当の月額は、8,000円を超えない範囲内で、職務の級及び号給(再任用学校職員にあつては、職務の級)の別に応じて、人事委員会規則で定める。

３　市町村立高等学校又は市町村立特別支援学校の高等部に勤務する教育職員については、第1項に規定する教育職員との権衡上必要と認められる範囲内において、人事委員会規則の定めるところにより義務教育等教員特別手当を支給する。

４　前3項に規定するもののほか、義務教育等教員特別手当の支給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

市町村立学校給与規則

(義務教育等教員特別手当)

第7条　条例第8条の9第3項に規定する市町村立高等学校又は市町村立特別支援学校の高等部に勤務する教育職員には、義務教育等教員特別手当を支給する。

第8条　義務教育等教員特別手当の月額は、次の各号に掲げる教育職員の区分に応じて、当該各号に掲げる額(再任用短時間勤務教育職員にあつては、その額に勤務時間条例第2条第3項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第1項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とし、その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。)とする。

一　条例第8条の9第1項に規定する教育職員のうち小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する者　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給(その者が、職務の級の最高の号給を超える給料月額を受ける教育職員であるときは、その者の属する職務の級及びその級の最高の号給とし、法第28条の4第1項、第28条の5第1項又は第28条の6第1項若しくは第2項の規定により採用された教育職員であるときは、その者の属する職務の級とする。以下同じ。)に対応する別表第5に掲げる額

二　条例第8条の9第1項に規定する教育職員のうち市町村立特別支援学校の小学部又は中学部に勤務する者及び前条に規定する教育職員(次号及び第4号に掲げる教育職員を除く。)　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表第6に掲げる額

三　前条に規定する教育職員のうち産業教育手当を支給される者　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表第6に掲げる額に4分の3を乗じて得た額(産業教育手当の支給を受けない期間にあつては、別表第6に掲げる額)

四　前条に規定する教育職員のうち定時制通信教育手当を支給される者　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表第6に掲げる額に4分の2を乗じて得た額(定時制通信教育手当の支給を受けない期間にあつては、別表第6に掲げる額)

第9条　義務教育等教員特別手当の支給方法は、県立学校職員の例によるものとする。
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